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１ 我が国の森林を取り巻く現状 （１）森林資源の充実
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平成27年度の
10齢級(46〜50年⽣)
以上の⼈⼯林は51％

近畿中国森林管理局における⼈⼯林の齢級構成

齢級配置のピークが主伐期

○主伐・再造林の増加

平成元年度時

平成２７年度時

✔ 戦後造成されてきた１千万㏊もの⼈⼯林が資源的に充実し、利⽤
できる段階に到達。
今後、この貴重な森林資源をCLTや⽊質バイオマス等の新たな需要

も含め循環利⽤し、林業の成⻑産業化や⼭村地域の活性化を図って
いく必要がある。
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スギ⼈⼯林の造林経費 (平成２７年「森林･林業⽩書」より)

経営意欲低下
（⽊材の循環利⽤が困難）

⽊材価格の動向 (平成２8年「森林･林業⽩書」より)

50年⽣で主伐した場合のスギの販売収⼊の試算

約131万円/ha
植栽から50年⽣までの造林経費

平均231万円/ha

植栽から10年間に必要な保育経費

約156万円/ha
(造林経費の約７割）

・造林経費＞⽊材販売収⼊
スギの⽴⽊価格は
ピーク時の約8分の1

対応策
○林業の低コスト化(業として⾃⽴)
○施業の集約化
○⽊材の安定供給

１我が国の森林を取り巻く現状 （２）主伐再造林に関する現状
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公益的機能を持続
的に発揮し、将来
の森林管理コスト
の低減にも寄与

Before After
公的な関与による森林整備
• 奥地水源等における高齢級人工林の複層林化
• 森林整備法人による整備促進（所在不明者のいる分
収林での契約変更の円滑化等）、公有林化の推進

育成複層林100万ha

育成複層林680万ha

育成

伐採植栽

利用

再造林等による適切な更新の確保
• 造林コストの低減、種苗生産体制の整備
• 再造林実施の適切な把握、鳥獣害対策の推
進

路網整備の推進
• 立地条件・社会的条件の良い育成単層林での
先行的な路網整備

◎ 森林の有する多面的機能の発揮に関する施策

面的なまとまりをもった森林経営
• 施業集約化に加え、共有林での施業促進、
森林組合による保有・経営、生産森林組合
の活性化等を推進

• 森林関連情報の整備・提供（ICT活用、林地
台帳の作成等）

適切な間
伐の実施

モザイク施業等により、効率的に複層林へ
移行

国土保全の推進
• 事前防災・減災対策として
の治山事業の推進等

• 森林病虫獣害対策の推進

多様で健全な森林へ誘導

荒廃農地の森林としての活用
• 地域森林計画編入に向けた現況調査
• 早生樹種等の実証的な植栽
• 保安林への指定と適切な整備・保全
（グリーンインフラとしての活用）

育成単層林1,030万ha

天然生林1,380万ha

天然生林1,170万ha

育成単層林660万ha

山村振興・地方創生
• 林業・木材産業の成長産業
化、特用林産物の生産振興、
自伐林家等の取組の推進

• 都市と山村の交流促進
• 地域森林の適切な保全管理

２施業の集約化等
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◎ 林業の持続的かつ健全な発展に関する施策 ／ ◎ 林産物の供給及び利用の確保に関する施策

スケールメリットを活かした林業経営
• ＩＣＴの活用、地籍調査との連携等による森林所有者・境界確認の効率化
• 面的なまとまりをもった共有林等での施業促進、生産森林組合の活性化等
• 森林組合等による森林保有・経営の促進
• 製材・合板工場等を含め新たに森林を経営しようとする者に対する支援（境界
明確化、森林経営計画の作成促進、作業班の組織化等）

原木供給力の増大

原木の取りまとめ・マッチングの円滑化

• 原木を取りまとめて供給する体制への転換（原木コーディネート能力の向上、
工場直送・協定取引、原木市場による集荷・選別等の促進）

• 原木の需給情報の共有、国・地方公共団体等による間伐等事業量の公表
• 国有林等による立木・素材等の協定取引、原木市場等による立木購入の円
滑化

望ましい林業構造の確立／原木の安定供給体制の構築

原木供給力増大に向けた環境整
備

• 施業集約化・路網整備に加え、林
地の集約化（森林組合による保有・
経営の促進、共有林での施業促進
等）を推進

• 全木集材の普及、主伐・再造林対
策の強化

林業事業体の生産性・経営力の向上

• 効率的な作業システムの普及・定着
• 伐採木の大径化等に対応した機械開
発

• 生産管理等ができる人材の育成
• 現場技能者等の段階的育成、素材生
産と造林等を兼務できる人材の育成

川上

川中

人
材
の
育
成
・
確
保
と
活
動
の
推
進
（実
践
力
の
向
上
・市
町
村
へ
の
技
術
的
支
援
等
）

３⽊材の安定供給等

5



⑤列状間伐 伐採

下刈

間伐 搬出

地拵

植栽

※3,000本/haから
2,000本/haへ

②コンテナ苗の導入

※植付工程の改善
植栽時期の拡大

①一貫作業システムの導入

※作業の効率化
地拵の省略

④下刈の省略

1

③植栽本数の削減

密接にリンク

※下刈り回数の削減

育林に係る伐採から列状間伐までを一連の要素として関連付けることにより、
効率的な作業体系を構築します。

※かかり木の予防
作業工程の改善

４林業の低コスト化（1）育林の低コスト化に向けた戦略

６
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一貫作業システムの導入実績
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ha

従来方式との一貫作業システムとのコスト比較試算

1,102千円/ha

834千円/ha

従来 一貫 % 試算の考え方

下刈 ５１５ ４１２ ８０ 一貫システムは初回下刈省略（4回分）

植付 １３９ ８２ ５９ 普通苗：220本/人日、コンテナ苗：375本/人日

苗木 １８０ ３４０ 189 普通苗：９０円/本、コンテナ苗：170円/本

地拵 ２６８ ‐ ‐ 一貫システムは原則として省略

合計 1,102 ８３４ ７６

（造林事業請負取扱要領（局長通知）に基づく試算）

一貫作業システムで発注は再造林コス
トを低減するうえで有効手段。

一貫作業システムには、コンテナ苗の
採用が不可欠。

４林業の低コスト化（2）再造林にかかるコスト⽐較等

千円/ha

下刈

植付

地拵

苗木

下刈

植付

苗木

従来方式 一貫作業システム
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一貫作業システムとは

伐採から造林までを一体的に行う作業工程

伐採・搬出（夏～冬） 地拵・植付（春又は秋）

伐採・搬出・植付 （１年目下刈省略）

従来の作業工程の例

一貫作業システムの工程の例

伐採から植付まで
を一括して発注

コンテナ苗の採用により植付適期が広がり、伐採直後の植付が可能に

植付を考慮した全木集材、フォワーダによる苗木・シカ防護柵の運搬により、地拵
を省略し、植付にかかるコストを大幅に削減

伐採から間を置かず植えるため、雑草が繁茂するまでの時間が長くなり、下刈り回
数の削減が可能

４林業の低コスト化（３－１）⼀貫作業システムによる再造林に向けて
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チェーンソーに
より伐倒

グラップルにより枝付
きのまま木寄せ プロセッサにより枝払

い・造材

林内作業車により
集材（土場へ）

林内作業車により
コンテナ苗を運搬

伐採が終了し安全が確
認できる箇所から専用
器具により植付

一貫作業システムの具体的なイメージ

４林業の低コスト化（３－２）⼀貫作業システムによる再造林に向けて
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 コンテナ苗とは？

• 「コンテナ苗」とは、「容器の内面にリブ（縦筋状の突起）を設け、容器の底面を開けるなど
によって、根巻きを防止できる容器（林野庁が開発したマルチキャビティーコンテナや宮崎
県林業技術センターが開発したMスターコンテナ等）で育成された苗。」

• マルチキャビティ・コンテナの特徴は、

150～300ccの「キャビティ」（育成孔）が複数連なる

側面に、根巻き防止のためのリブや過剰水排除のためのサイドスリットを有する

コンテナを浮かせることにより①空中根切り②病虫害の予防③滞留水の予防④雑草の防除等が
可能

４林業の低コスト化（４－１）コンテナ苗の普及に向けた取り組み
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 コンテナ苗のメリット

• 植付適期が広い→ 伐採時期に柔軟に対応

• 専用器具の使用により植付技術を問わない

→ 植付不良による枯損を予防

• 植付工程が高い

→ 条件がよければ500本/人日以上も可能

（Ｈ25年８月植栽） （Ｈ25年10月植栽） （Ｈ26年５月植栽）
夏植え 春植え秋植え

健全枯死 葉変色小葉変色大

出典：岡山森林管理署 三室国有林コンテナ苗等の植栽試験地（平成26年10月調査）

植付位置を決め、ディブル（植栽器）のペ
ダルを踏込み植穴を掘る

ディブルにより形成した植穴にコンテナ苗
を差込む

植穴とコンテナ苗が密着する程度に踏固め、乾
燥防止策として苗木根元に落葉等を寄せる

 コンテナ苗のデメリット（課題）
• 単価が高い（現状は普通苗の２倍）

→大量生産、技術革新による価格低下が必要

専用器具を使用したコンテナ苗の植付手順

コンテナ苗と普通苗の活着率の比較試験

４林業の低コスト化（４－２）コンテナ苗の普及に向けた取り組み
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コンテナ

４林業の低コスト化
（５）コンテナ苗の普及状況（近畿中国森林管理局における使⽤⾒込み（試算））
近畿中国森林管理局における苗木の需要見通し等について（森林計画等により試算【注１】）

１ 国有林野施業実施計画等に基づく見通しであり、立販を含めた主伐の実施状況、搬出期間等により変動する可能性があります。
２ 今後5年間の植栽本数（見通し）は2,000本×更新面積で算出しています。（近畿中国森林管理局における㏊当たりの標準植栽本数を乗じて計算）
３ 更新するスギ・ヒノキの本数は森林調査簿の樹種別割合を基に算出しています。
４ 花粉症対策苗木（少花粉苗木含む）も導入を図ります。（数値は、普通苗とコンテナ苗の合計の内数です。） 1２



５まとめ（〜資源の循環利⽤による林業の成⻑産業化に向けて〜）

１ 主伐を推進するために

① 国有林、民有林が協調し、森林共同施業団地の設定など施業の集約化が不可欠。

② 木材の安定供給や木材の価格の安定を図る観点から、製材・合板工場等への直送の

仕組みなどシステム販売等を計画。

③ 搬出に不可欠な路網整備は間伐時に設置を。（補助金対象時に確実実施）

２ 再造林を推進するために

① 一貫作業システムによるコスト削減が不可欠。

② 一貫作業システムはコンテナ苗を用いることでコスト削減が可能。

※今後の課題：コンテナ苗の価格の低下が大きなカギ

これらを実践し

山元へ利益を還元

1３


